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グループ簡易組織図  2006年2月15日現在

グループ経営陣

株主構成(2006年2月15日現在)

ブイグ本社
マルタン・ブイグ 会長兼CEO 
オリヴィエ・プパール=ラファルジュ CEO代行
オリヴィエ・ブイグ CEO代行
アラン・プヤ エグゼクティブVP(情報及びニューテクロノジー担当)
ジャン=クロード・トスティヴァン シニアVP(人事及び総務担当)
リオネル・ヴェルドゥック シニアVP(資金管理及び財務担当)
ジャン=フランソワ・ギユマン 事務本部長 

5事業部門トップマネジメント
イヴ・ガブリエル ブイグ・コンストラクション会長兼CEO
フランソワ・ベルティエール  ブイグ・イモビリエ会長兼CEO 
アラン・デュポン コラス会長兼CEO
パトリック・ルレ TF1会長兼CEO
フィリップ・モンタニエ ブイグ・テレコム会長兼CEO 

出資比率 議決権

SCDM社はマルタン・ブイグ会長とオリヴィエ・ブイグCEO代行が支配下に置いている会社です。同社は フランソワ・ピノー氏が
率いるアルテミス(Artémis)グループと株主協定を結んでいます。 
* 2006年2月AMF(金融市場監督局)に情報開示

ブイグの強み
•  強力な企業文化が全事業部門
に浸透。

•  有望分野に堅固な足場を築いた
グループ多角化。

•  フリーキャッシュフローの大きな
創出力。

•  磐石な財務構成と大きな投資
能力。 

2005年度のハイライト
•  文句なしの株価推移。 

•  建設部門で売上と利益が大幅増
進し新規受注額も記録的水準。

•  1株当り5ユーロの特別配当(総額
17億ユーロ)を実施。

•  ブイグ・テレコムに対するコミット
を強化。 

•  ブイグ・テレコムがEDGE全国ネッ
トワークによるブロードバンド携
帯電話サービス開始。

•  TF1、M6 、 Vivendi 
Universalの3社が有料TV 部門
で統合協定を締結。 

•  15年社債を7億5000万ユーロ
から10億ユーロに増額発行。

100% 建築工事
100% 土木工事
100% 電気工事 (ETDE)

100% LCI
100% Eurosport
66% TPS (譲渡予定)

発行株式数 = 337,150,519 議決権数 = 423,787,714

*  2005年6月以降89.5%に増加

表紙は2005年度のブイググループ本社屋「チャレンジャー」  写真クレジット C. Berthet (p. 8), J. Bertrand (p.9), Y. Chanoit (p. 6, 7, 8, 12), W. Choroszewski (p. 16), J. David (p. 14), A. Da Silva (p. 6), F. Deconinck (p. 20),  
F. Dunouau (p. 6), P. Guignard (cover, p. 8), M.Pelletier (p. 1), Procitel / 建築家: Jean-Jacques Ory (p. 14), Studio Mauve (p. 9), TF1 (p. 10, 18), C.Vallée (p. 16), Yagan Productions (p. 10), L. Zylberman (p. 11, 14).  

ブイグ・イモビリエのフォトライブラリ(p. 9)  ブイグ・テレコムの フォトライブラリ(p. 11). i-modeTM と i-modeTM Haut DébitはNTTドコモが日本及び諸外国で登録した商標です。

SCDM
18.5% アルテミス・

グループ 
(F. ピノー)*
7.3%

外国人株主
35.5%

その他フラ
ンス人株主

25.4%

従業員株主
13.3%

SCDM
25.6% アルテミス・

グループ 
(F. ピノー)*
6.6%

外国人株主
28.3%

その他フラ
ンス人株主

22%

従業員株主
17.5%



目覚しい2005年度業績

ブイググループは2005年度も目覚しい営業成績を挙げました。全ての経営指標
が2004年度を大幅に上回ったのです。たとえば、特別項目を除いた本来の純利益が
前年度比19％増となる一方、投下資本利益率も2004年度の12.7％から16.5％に上昇
しました。
ブイグの業績は長期的な上昇トレンドに乗っています。売上高は2001年度比

18％増、営業利益は同2倍、純利益に至っては同3倍にもなりました。ここにはブイ
グの長期ビジョンの妥当性が反映されているのです。
建設会社ブイグ・コンストラクション（Bouygues Construction）は特に輝かし

成果を挙げ、新規受注額と利益の両面で申し分ない結果を出しました。
不動産会社ブイグ・イモビリエ（Bouygues Immobilier）も 利幅をさらに改善し

て、住宅分野で著しく堅調な売上を記録しました。
道路施工会社コラス（Colas）は世界的トップ企業として躍進を続け、今年も過

去最高を更新して国際市場における強固なポジションを一層揺るぎないものにしま
した。
メディアグループのTF1はフランス総合テレビ局として不動の地位を誇っていま

す。この点は高い視聴率が雄弁に物語っています。確かに広告分野は厳しい状況に
あるものの、総合的には売上と利益ともに堅調を維持しました。TPSの統合案の成立後は、コンテンツプロバイダーとしてのコ
アビジネスに再注力しています。
移動体通信会社ブイグ・テレコム（Bouygues Telecom）は過去10年間の事業展開を経てユーザー数を800万人の大台に乗

せました（うち140万人がiモードのユーザー）。ブロードバンドに関する戦略オプションが最適だったことが実証されたので
す。当社は先ずEDGEテクノロジーを展開し、続いてUMTSの次世代技術であるHSDPAを推進する戦略を採っています。かくし
て、2005年度はiモードの高速大容量サービスを全国のお客様に提供開始できました。このサービスは優れたクオリティーを誇
り、誰でもが気軽に利用できる料金設定になっています。
スタッフの貯蓄奨励策を一層充実させるため、従業員に対する割当増資を新たに実施しました。この結果、ブイグ従業員は

合計13.3％の出資比率と17.5％の議決権を持つ第2位株主となりました。
普通配当を前年度比20％増加させました。ブイグ取締役会は、2006年4月27日開催の株主総会において普通配当を１株

0.90ユーロとするように提案させていただく所存です。
ブイグは長期的な視点に立った強力な企業文化を誇っています。ブイググループは人と環境の尊重を礎にしつつ顧客満足を

目指す社風を持っています。お約束したことは責任を持って履行し、創造的なビジネス提案をためらわず、しかも慎重な経営
判断を心がける真の起業家の姿がそこに表現されているのです。この企業文化は「持続可能な発展」という社是にしっかり結
実しているのです。
2006年度業績についても明るい見通しを持っており、ブイグはフランス国内での8000名を含めて合計１万4000人の新規採

用を行う予定です。

最後に、株主各位のご信頼に対して心よりお礼申し上げるとともに、意欲的に仕事に取り組んでおられる全スタッフに深謝
いたします。ブイググループの現在と将来の成功はひとえに皆様からのご支援とご協力にかかっているのです。

売上高
240億7300万ユーロ (15%増)

負債比率
42%

営業利益
17億4800万ユーロ(12%増)

キャッシュフロー
30億9000万ユーロ (14%増)

連結純利益
8億3200万ユーロ (19%増)* 

１株当り正味配当
0.90ユーロ* (20%増)
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2006年2月28日

会長兼CEO  マルタン・ブイグ 

* 2006 年4月27日の年次株主総会で提案予定

* 2004 年度におけるソール（Saur）売却キャ

ピタルゲインを除く



大幅な採算性の向上
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ブイググループは2005年度も注目すべき売上高と
利益を記録しました。とりわけ建設関連では営業実
績と新規受注が大きく伸びました。2004年における
携帯電話事業者間料金精算分を含めた場合、グルー
プ全体の売上高は前年度比15%増、既存基準では
同11%増となりました。営業利益は同12%増となり、
水処理関連会社ソール(Saur)の売却益を除いた本来
の純利益は19%増となりました。投下資本利益率は
2003年度の8.6%や2004年度の12.7%を大幅に上回
る16.5%を記録しました。ブイグの財務構成は堅固で
あり、2005年12月31日現在の負債額は23億5200万
ユーロ、負債比率は42%にとどまっています。それゆえ
ブイグは、格付け機関スタンダード&プアーズから「A-」 
(アウトルックは「安定的」)の格付けを得ています。キ
ャッシュフロー(純利利益及び減価償却費等)は30億
9000万ユーロと前年度比14%増になりました。フリー
キャッシュフローのほうは11億400万ユーロと前年度
比10%増になりました。

連結損益計算書
(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005

売上高 20,894 24,073

調整前営業利益 1,557 1,852

• その他営業収支 - (104)

営業利益 1,557 1,748

利息等収支 (159) (187)

• その他金融収支 (30) (29)

• 所得税 (501) (570)

• 関連会社純損益分 37 62

調整前純利益 904 1,024

•  中断又は譲渡事業損益 211 14

少数株主持分控除前純利益 1,115 1,038

• 少数株主持分 (206) (206)

 連結当期純利益 909 832

連結キャッシュフロー計算書
(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005

営業キャッシュフロー  

• 当期純利益及び減価償却等 2,714 3,090

• 運転資金の増減及び税支出 35 (511)

A ‒ 営業活動によるキャッシュフロー 2,749 2,579

投資キャッシュフロー

• 投資活動支出 (1,047) (1,229)

• その他投資関連 (90) 688

B ‒ 投資活動によるキャッシュフロー (1,137) (541)

財務キャッシュフロー

• 当期配当金支払 (258) (2,004)

• その他財務関連 (581) (93)

C ‒ 財務活動によるキャッシュフロー (839) (2,097)

D ‒ 現金及び現金同等物に係わる換算差額 (15) 31

現金及び現金同等物の増減額  
(A + B + C + D) 758 29

• 現金及び現金同等物の期首残高 2,250 3,008

• 現金及び現金同等物の期末残高 3,008 3,037

連結貸借対照表(12月31日現在)
資産 の部(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005
•  有形及び無形固定資産 5,649 5,671
• 営業権 4,540 4,618
• 非流動金融資産 1,292 1,155

非流動資産 11,481 11,444
• 各種流動資産 9,207 9,375
• 現金及び現金同等物 3,260 3,215

流動資産 12,467 12,590
•  譲渡事業資産 - 564

資産合計 23,948 24,598

 負債及び資本の部(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005
• 連結自己資本 3,998 4,630
• 少数株主持分 980 931

自己資本等合計 4,978 5,561
• 長期金融債務 4,648 4,721
• 非流動性引当金 1,176 1,265 
• その他非流動債務 158 89

非流動負債 5,982 6,075
自己資本等及び非流動負債合計 10,960 11,636
• 1年以内金融債務 242 694
• 各種流動負債 12,494 11,740
• 短期銀行借入等 252 178

流動負債 12,988 12,612
•  譲渡事業負債 - 350

負債及び資本合計 23,948 24,598
•  正味金融債務 1,875 2,352



1,229
1,047

832
909*

1,748
1,557

主要指標

売上高
(15%増)

うち国際事業分

* ソール(Saur)売却益を除く。 * ユーロ建て。2006年4月27日の年
次株主総会で提案予定。

営業利益
(12%増)

純利益 
(8%減)

(単位100万ユーロ IFRS基準)

本来の純利
益(19%増)

本来の1株
当り利益
(20%増)

1株当り正味配
当金(20%増)

正味事業投資額
(17%増)

株価推移  
2005年にCAC40種で第9位

国際事業売上高 71億
2700万ユーロ

従業員の事業部門別内訳
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Bouygues
Construction

33%

Colas
50%

Bouygues
Immobilier
1%

Bouygues
Telecom
6%

TF1
4%

その他 
6%

従業員の地域別内訳
フランス国外従業員は5万91人2005年12月末 

現在の従業員総数 
11万5441人 

(2%増)

うち6万5350人 
がフランス国内  
(全体の57%)

24,073*

20,894*

5,989 7,127

*2005年12月末現在 譲渡予定の
TPSを除く。

ブイグ株価              ブイグ株価 + 5ユーロ再投資分               CAC

2004 2005 2004 2005 2004 2005

832

700*

2004 2005 2004 2005 2004 2005

2.51

2.10

2004 2005

アフリカ及び中近東
41%

アジア
17%

北米
9%

中南米
2% 欧州

(EUを除く)
8%

EU
(フランスを除く)
23%

アフリカ
及び中近東

15%

アジア
10%

北米
25%

中南米
2%

欧州 
(EUを除く)
11%

EU 
(フランスを除く)
37%

 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月  9月 10月 11月 12月 1月

54
52
50
48
46
44
42
40
38
36
34
32
30
28

+30%

€34

€52.3 
+54%

€44.8 
+32%

*ソール(Saur)売却益 
2億900万ユーロを含む 。

2006年2月16日現在 

0.90

0.75



2005年度におけるブイググループ
の連結売上高は241億ユーロと、
前年度比15%増を記録しました
(既存基準では11%増)。

ブイグ・コンストラクション
(Bouygues Construction)の売上
高は同11%増となり(フランス国内
は13%増、国外は9%増)、あらゆる
事業分野で引き続き堅調を維持し
ています。 

ブイグ・イモビリエ(Bouygues 
Immobilier)の売上高は同20%増
となりましたが、これは2004年度中
に受け付けた大きな住宅予約分が
実売されたためです。

コラス(Colas)も同19%増の売上高
を記録し、特に中欧を中心とする国

外事業が好調でした。為替変動を
除いた既存基準によると売上高の
伸びは同11%増となります(フラン
ス国内は7%増、国外は16%増)。全
分野において相変わらず新規受注
にかげりは見られません。

TF1の売上は横ばいでした。TF1の
正味広告収入は第4四半期に前年
度比3％上昇したおかげで、総合
的には2004年度と同レベルを維
持しました。その他の事業も通年
では横ばいでした。

ブイグ・テレコム( B o u y g u e s 
Telecom)の売上高は45億ユーロ
と、前年度よりも24%アップしました
(既存基準では3%増)。正味の通信
事業売上高は42億ユーロと、前年
度比27%増となりました。2005年

1月1日から実施されている携帯電
話事業者間料金精算がその主な理
由です。仮に、この通信料金精算が
2004年度に実施されていたとした
ら、正味の通信事業売上高の伸び
率は同4%になっていたでしょう。

ブイグ・テレコムは過去10年間
の事業展開を経てユーザー数を
800万人の大台に乗せました(うち
68.4%はポストペイド加入契約者)。
iモードTM のユーザーは140万人に
上り、そのうちの10万人は高速大容
量通信サービスの利用者です。大好
評の同サービスは、EDGEブロード
バンドの全国カバーにより国民の
90%以上が利用できるようになって
います。

4

各事業部門の貢献

売上高

営業利益

純利益(1)

キャッシュフロー

フリーキャッシュフロー(2)

2006年度目標
売上高 

253億ユーロ (5%増) 
うち国外分 

74億ユーロ (4%増) 

単位100万ユーロ IFRS基準

 ■ Bouygues Construction ■ Colas ■ Bouygues Telecom

 ■ Bouygues Immobilier ■ TF1 ■ ホールディングカンパニー等

263

9,424

1,5572,489

5,8154,525

296

90

101

176

301

239

105

170

273

431

14

389

156

238

598

23

781

161

453

411

1,261

単位100万ユーロ IFRS基準

(1)ホールディングカンパニー等の他の純損益は1億3200万ユーロの赤字 (2) ホールディングカンパニー等のフリーキャッシュフロー
は1億1400万ユーロの赤字

353

1,750

6,100

10,050

2,600

4,560

240

 



過去10年間の主要指標
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売上高 (単位100万ユーロ)

正味事業投資 (単位100万ユーロ)

0.26

0.36 0.36

0.5

0.75

0.90

0.26

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

1株当り普通配当（単位ユーロ）

営業利益 (単位100万ユーロ)

純利益 (単位100万ユーロ)

従業員数 

特別利益 
本来の利益（例外的キャピタルゲインを除く) 

* 2005年12月末現在譲渡予定のTPSを除く 

11,185

23,402
20,894*

24,073*

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2004
IFRS基準国内基準

2005

14,788

19,060

22,247

187

633
698

844 894

1,125

1,845

930
1,086 1,047

1,229

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2004
IFRS基準国内基準

2005 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2004
IFRS基準国内基準

2005

421
344

666

450

858
909

832

100 115
81 62 149

251
319

670 700

105,036 103,350

118,892 121,604
113,300

115,441

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

168

1,547 1,557*

1,748*

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2004
IFRS基準国内基準

2005

440389
495
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ブイググループにおける  持続可能な発展

持続可能な発展こそは、ブイ
ググループのお客様とスタッ
フの強い期待に応えるもの
です。ブイグでは、人に対する
尊敬心に依拠する事業戦略
と企業哲学の一環として長
期的な視点からこれに取り
組み、2005年度において各
種のコミットメントを強化し
てきました。

その意味
持続可能な発展は、ブイググルー
プの各事業分野の戦略にとって不
可欠な要素になっています。ブイ
グは自らの企業文化や企業哲学に
則り、社会や環境に対する責任を
全うしつつ、お客様のお役に立ち
たいと肝に銘じています。各事業
分野では不断の改善を心がけ、果
敢に新しいことに挑戦し、事業の
戦略と展開に際して次の諸点を考
慮に入れています。すなわち、環
境と自然資源の保護、生活条件の
改善、経験知の共有と最新テクノ
ロジーの利用、各当事者による対
話と意思決定参加などです。

 

「持続可能な発展」部 
ブイグは責任ある企業として、こ
れまで一度ならず率先して各種の
試みを実施してきました。たとえ
ば、自らの事業活動が環境に与え
る影響を抑え、スタッフの労働条
件を改善し、各取引先に対しても
進歩的取り組みへの賛同を呼びか
けてきました。今や、これまでの
努力を一層強めるとともに、中身
をよく整理して効果を見極める必
要があります。

2005年12月31日現在、ブイグ
グループには11万5441人の従
業員がいます。

企業文化
ブイグは、強力な企業文化に依
拠して事業の発展を図っていま
す。そこでは人材を大切にする
姿勢が貫かれ、チームスピリッ
ト、責任感、尊敬心といった根
本原理が礎になっています。

ミノランジュ職人組合

上記の原理を永続的に具現化
するものとしてミノランジュ
(Minorange)職人組合がありま
す。創業者フランシス・ブイグ
が建設業の社会的認知を高める
目的で1963年に創立したもの
で、現在17の構成団体に分か
れて906人の組合員が活動して
います。この職人組合は建設
現場において安全重視、職人作
法、友愛心、及び愛社精神を称
揚しています。たとえばコラス
(Colas)の道路職人組合も同様の
形態をとっています。

顧客アドバイザーサークル
ブイグ・テレコムは2005年度に
顧客アドバイザーサークルを創
設しました。その目的は、顧客
アドバイザーの仕事に光を当て

てこの分野の有能な人材を認知
することです。このサークルに
属する90名は、カスタマーリレ
ーション方針に関する最高の社
内スポークスマンなのです。

新規採用
ブイググループは2005年度中
に8000人を新規採用しまし
た。2004年度はこれが6860人
にとどまったので17%アップし
たことになります。しかも新規
採用者の77%は正社員でした。
2006年度の業績見通しが良好
なため今後も人材の拡充を図
り、フランス国内の8000人を
含めて1万4000人のリクルート
を予定しています。

6

人材スタッフ
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差別との闘い 
ブイググループの各事業部門
では「差別反対と平等のための
高等機関(HALDE)」(会長ルイ・
シュバイツアー)と協議しなが
ら、あらゆる形の差別の防止策
をグループ内で強化するための
具体的方法を探るべく検討開始
しました。マルタン・ブイグ会
長も各種説明会の場において、
グループ320名の主要幹部たち
にこの問題への注意を促しまし
た。  

補完的年金制度 
ブイググループは福利政策をさ
らに改善し従業員の退職後の収
入減に対処するため、2006年
1月以降、国内のグループ企業
で働く従業員に対して「団体退
職金積立プラン」(Perco)による
補完的退職金積立制度を勧めて
います。そして、会社側から年
間1000ユーロを上限として積
立金の20%~50%の奨励金補助
を実施しています。

フランス国内では

96.8%が  
正社員

3.2%が 
契約社員等
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ブイググループにおける  持続可能な発展

Bouygues Construction

•  ブイグ・コンストラクション
は技能訓練制度の認知を高め
るべく、2005年11月に政府と
憲章を締結しました。2005年
度中は、国内の各子会社にお
いて135名の若い研修生が技
能訓練を受けました。当社が
ヴェルサイユ商工会議所と提
携して1997年に設立した「ギ
ュスターブ・エッフェル技能
訓練センター」では、要件を
満たした若者に対して技能資
格証明書を授与しています。  

•  400人の生徒がいるタイの
バンナムケン(Baan Nam 
Khen)学校は2004年末の大津
波で壊滅しましたが、その
後ブイグ・バティマン・イ
ンターナショナル(Bouygues 
Bâtiment International)の子会
社、ブイグ・タイ(Bouygues 
Thai)によって、たった9カ月
間という記録的なスピードで
再建されました。再建資金は
ミノランジュ職人組合のバッ
クアップにより、ブイグ・コ
ンストラクション、ブイグ本
社、及びコラスが共同負担し
ました。  

•  建設現場におけるQSEプラン
の全般的導入がブイグ・コン
ストラクションの関連会社に
よって推進されています。エ
ネルギー節約、廃棄物管理、
近隣関係処理などが同プラ
ンの対象になっています。
たとえば、新建設現場の全
てがQSEプランを導入してい

るパリ周辺のイールドフラ
ンス地方では、審査登録機関
AFAQにより現実的・実用的
・経済的構想としての認証を
受けました。

•  地域社会との地道な話し合い
がブイグ・コンストラクショ
ンの現場サイドで推進されて
います。たとえば高速道路
A28の建設現場では、道路周
辺地域住民との間で6カ月間
に90回以上の話し合いの場が
持たれました。またロンドン
では、四半期ごとのニュース
レターや度重なる会合を通じ

て、イギリス内務省工事の進
捗状況を周辺住民に逐一お知
らせました。
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建設関連ハイライト
そこで、ブイグ本社CEO代行のオ
リヴィエ・ブイグが、持続可能な
発展の方策をコーディネートする
仕事を司ることになりました。こ
うして、新たに「持続可能な発
展」部が創設されたのです。この
部の主たる任務は、各事業部門間
で当該ベストプラクティスを共有
できるように支援することです。 

意見交換の場 
ブイグの5事業部門と本社の代
表からなる専門委員会が2005年
11月に初めて開催されました。こ
の専門委員会では年に2~3回、持
続可能な発展に係わる懸案事項な
らびに各事業部門のアクションを
検討します。また、持続可能な発
展に関して各方面からブイグに寄
せられた好意的及び批判的フィー
ドバックも吟味します。一方、各
事業分野のQSE(クオリティ・安全
・環境)担当者で構成されるQSE委
員会が同時並行して開かれます。
そこでは、グループ内に設置され
たリスク防止システムについて意
見交換するほか、新しいマネジメ
ント方法についても論議します。

倫理観と尊敬心 
人間重視の姿勢がブイグの企業文
化のバックボーンです。「ブイグ
企業哲学の発展及び尊敬心と業
績」に関するセミナーでは、倫理
観と尊敬心に関してスタッフどう
しが採るべき行動規範が勧告され
ます。さらに、「社会的責任と環
境責任」ユニットが2006年度中
に導入されることになっていま
す。  



ブイググループにおける  持続可能な発展

Bouygues Immobilier

•  障害者への寄付を募るチャリ
ティーテレビ番組「テレトン
(Téléthon)2005」の期間中、
ブイグ・イモビリエは事業パ
ートナーと一緒になって、フ
ランス筋障害協会(AFM)のため
に26万4000ユーロの募金を集
めました。これにより、同社
はフランス第4位の献金企業と
なったのです。また、同社の
スタッフはツール・ド・フラ
ンス(Tour de France)にも参加
して募金を集めました。  

•  ブイグ・イモビリエは2004年

度に打ち出した“アジール・
ヴェール”(AgirVert®)「環境
に優しく行動する」という新
コンセプトを引き続き唱導し
ました。環境を害さないた
めの各種実践を普及させると
ともに、「質の高い環境」
(HQE®)憲章の基準に従って、
建設活動がエコロジーに及ぼ
す影響を評価するためのガイ
ドブックを作成しました。  

•  ブイグ・イモビリエは2005年
度に新たな購買方針を設け
て、クオリティと信頼性の基
準に従って適格下請先をリス
トアップしました。これを通
じて下請先との意思疎通を図
り、下請先が長期的な改善プ
ランに則って前進できるよう
にバックアップします。

•  ブイグ・イモビリエは開発案
件ごとに地域住民に対して広
報キャンペーンを実施してい
ます。たとえば2005年度は、
パリ周辺のブール・ラ・レー
ヌ(Bourg-la-Reine)のプロジェ
クトに反対していた住民団体
と協議しました。地域住民ら
は樹齢100年の銅ブナの木が切
られることに反対だったので
す。そこで、当社は市に対し
て新たな開発計画を提示する
ことにしました。これは“銅ブ
ナ”プロジェクトと命名された
のです。 

Colas

•  学歴や出身がさまざまな
5200人の従業員を2005度に新
規採用した結果、スタッフ総
数は2004年度に比べて40%増
になりました。こうした大規
模な人材投資は、当社の将来
に対する自信が本物であるこ
とを示しているのです。  

•  コラスは2005年度に“ヴェジェ
コル”(Vegecol)を60カ所以上

の現場で使いました。2004年
度には4カ所に過ぎなかった
ので大幅な増加になりまし
た。“ヴェジェコル”は植物油性
結合剤と天然樹脂でできたア
スファルト代替物です。コラ
スの研究開発チームが開発し
たもので、完全に再利用が可

能な原材料を使っています。
これによって消費エネルギー
を節約できるばかりでなく、
温室効果ガスの排出を少なく
できるのです。  

•  コラスはリヨン都市圏中心部
のミオンにある80ヘクタール
の生産拠点をリニューアルし
ました。ISO 14001と 9001を取
得した施設には、周辺住民の
要望に応えるために防護壁を
設けて資材ストックの屋外放
置を止めました。ここでは骨
材、コンクリート、道路舗装
剤、再利用資材などを1400ト
ン毎時の生産能力があって、
地元の需要の10%を賄うこと
ができるのです。  

•  コラス・サークル ( C o l a s 
Circle)は2005年度に知識人
やオピニオンリーダーを招い
て好きなテーマで講演しても
らいました。たとえば、ア
カデミー・フランセーズ会員
のミシェル・セール(Michel 
Serres)氏や、フランス国立科
学研究センター(CNRS)のカト
リーヌ・ヴィートル・ド・ヴ
ェンデン(Catherine Wihtol de 
Wenden)氏です(同氏は労働移
動をテーマにされました)。コ
ラスはさまざまな社会問題に
関する理解を深めるため、外
部の有識者との意見交換の場
を積極的に設けるようにして
います。 
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•  人間こそは事業の第一の要で
す。 

•  お客様あっての事業であり顧
客満足が唯一の目標です。 

•  クオリティは競争力のカギで
す。

•  創造性を発揮することによって
お客様に一味違うものをご提
供でき、最高のコストパフォー
マンスで役に立つソリューショ
ンをお届けできるのです。

•  技術イノベーションはコスト構
造と製品性能の改善を通じて
事業を成功に導くのです。

•  尊重心(自分と他人と環境を大
切にする気持ち)は人々の日常
行動の質を高めるものです。

•  昇進は各人の実績評価に基づ
きます。

•  教育によって人の知識の幅を
広げられるだけでなく職業生
活を充実させることができま
す。

•  若者はいろいろな可能性を秘
めており明日の企業の原動力
になるのです。

•  挑戦から進歩が生まれるので
あり、挑戦者として振舞うこと
でリーダーの地位を維持でき
るのです。

•  人の姿勢は企業が持つ単なる
技術・経済的力よりも強力なテ
コになるのです。
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Faits marquants

ブイググループにおける  持続可能な発展

フランシス・ブイグ企業財団
2005年度に設立されたフラン
シス・ブイグ企業財団は、将来
有望な高卒者がさらなる高等教
育を受けられるように支援する
ものです。ブイグのスタッフの
1人が資格者の後見人になり、
年1500~8000ユーロの奨学金が
4~6年間支給されます。2005年度
は17名が奨学生に選ばれました
が、今後は毎年30名程度が選別さ
れることになっています。これは
ブイググループ全体にまたがる初
めてのメセナ活動です。

従業員持株制度 
2万50 0 0人近くのスタッフが
「ブイグ・コンフィアンス
3(Bouygues Confiance3)」に応募
しました。これは、フランス国内
のブイググループ企業の従業員
に対する割当増資スキームで、
1999年の「ブイグ・コンフィア
ンス」、2001年の「ブイグ・コ
ンフィアンス2」に続いて3度目
になります。ブイグのスタッフ
は、会社側の奨励金補助を得て
1990年に設置された株式投資企
業内貯蓄制度をいつでも利用でき
るようになっています。「ブイグ
・コンフィアンス3」を実施した
結果、従業員の持株比率は全体
の13.3%となり、その議決権比率
は同17.5%に達しました。各種の
従業員投資信託を全部合計する
とブイグの第2位株主に相当しま
す。ブイグは従業員の資本参加比
率の点で、CAC40種フランス企業
銘柄中トップの座を誇っているの
です。

TF1

•  TF1は持続的な発展のテー
マチャンネル「ウスアイヤ
(Ushuaïa)TV」を2005年度
にスタートさせました。同局
では➀視聴者の関心を高め、
➁地球を理解し、➂地球を大
切にするという3つの基本方
針の元で番組編成が行われて
います。

•  TF1とウスアイヤTVは「地球
チャレンジ」を応援してい
ます。この「地球チャレン
ジ」はニコラ・ユロ財団とフ

ランス環境庁(ADEME)がスタ
ートさせたもので、日常の基
本行動を通じて環境を守って
いこうと呼びかけています。
TF1では向こう3年間、天気予
報の時間に週に1回は「地球
チャレンジ」への賛同者数カ
ウンターを画面表示すること
にしています。  

•  TF1は2005年1月27日、アウ
シュビッツ‐ビルケナウ強制
収容所の解放60周年の式典を
全世界に向けて生放送しまし
た。元収容者の証言を配した
このイベントはホロコースト

通信&メディア関連ハイライト

ブイググループの企業哲学



Faits marquants

ブイググループにおける  持続可能な発展

ブイググループの研究開発のほとんどは各事業分野に分散して行わ
れています。研究開発担当者が事業分野別の課題に対応した取り組
みができるようにするためです。ただし、ブイグ本社の専門機関であ
る“e-Lab”は、デジタル化の進展にグループ全体を適応させる役割を
果たしています。また、担当スタッフ全員を対象とするイノベーション
部門が創設されました。  
単なる技術のレベルを超えて、あらゆる事業分野にイノベーション文
化が広がってきています。この点は、2005年にブイグ・コンストラクシ
ョンが初めて催したイノベーション競技会の対象分野の広さが物語
っています。そこでは技術、工事、営業、情報、管理、財務、法務、人事な
ど多岐にわたり、1000人のスタッフによる330以上のエントリーがあ
りました。受賞作品の中では、ETDEが開発した双方向ターミナルが
特に話題になりました。これを使えば、コンピュータを持っていない現
場従業員でもインターネットやイントラネットにアクセスできるような
るからです。  
ブイグ・テレコムが催した第3回イノベーションフォーラムでは300の
プロジェクトの中から14が選ばれました。一例を挙げれば、A4サイズ
の用紙よりも小さなフラット型ラジオアンテナが、環境を害さない特
性を持っていることから注目を浴びました。
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研究開発費 
2005年度は1億3700万ユーロ

の犠牲者に対する鎮魂の場に
なりました。  

•  TF1は2005年11月に「障害者
雇用週間」に参加しました。
TF1は他の大手フランス企業
とともに、障害を持つ学生の
雇用を促進する非営利団体 
「トランプラン(Tremplin)」の
会員になっており、自社でも
30名ほどの障害者を雇用して
います。

Bouygues Telecom

•  再利用可能エネルギーを使って
通信拠点に電力供給する2つの
方式が南西部で試験されまし
た。1つは風力発電と太陽発電
との組み合わせで、もう1つは
エア・リキッド（Air Liquide）
社との提携による燃料電池の
利用です。この種のものとし
ては世界初の試みでありフラ

ンス環境庁（ADEME）から表
彰されました。

•  ブイグ・テレコムは低労働コ
スト諸国における社会監査を
スタートさせました。とりわ
け中国や東欧諸国がその対象
になります。当該国の下請け
業者がきちんとした労働条件
を守りながら、販促用のアク
セサリーや製品を作っている
かどうかを確認するのです。

•  使用済み携帯電話の回収シス
テムが作られました。まだ使
える電話機は整備したうえで
新興諸国に販売して、恵まれ
ない人たちも携帯電話が使え
るようにします。使えなくな
った電話機のほうは解体して
資材リサイクルに供します。

•  ブイグ・テレコムはフランス
中部ブルジュでの顧客関係セ
ンター建設に向けて「質の高
い環境」(HQE®)の各種基準を
絞り込みました。この結果、
エネルギーと廃棄物管理、顧
客アドバイザーのための視聴
覚設備、さらに各職場の整備
などについて詳細な目標が設
定されました。

通信&メディア関連ハイライト

イノベーションと研究開発



ハイライト
新たな事業認可
•  高速道路A41 (5億ユー
ロ)。 

•  キプロス空港 (5億ユー
ロ)。

•  南アフリカのプレトリア-
ヨハネスブルグ間鉄道路
線“Gautrain”プロジェクト 
(5億ユーロ)。

主な新規受注
•  フランスのラ・デファン
スT1タワー(9700ユーロ)。

•  フランスのサンス所在
ルノー物流基地 (7700ユ
ーロ)。 

•  フィンランドのオルキル
オト欧州加圧水型原子炉
(EPR)原子力発電所 (1億
7000万ユーロ)。 

•  トリニダード・トバゴの
ホテル&オフィス複合施設
(1億6500万ユーロ)。

進行中の工事
•  香港の馬落洲(Lok Ma 
Chau)トンネル (2億9000万
ユーロ)。 

•  モロッコのタンジール港 
(1億7000万ユーロ)。

引渡し工事
•  高速道路A28 (6億
5800万ユーロ)。 

•  香港の展示センター 
(2億4500万ユーロ)。 

•  イギリス内務省 (3億
2500万ユーロ)。

2005年度売上高
61億3100万ユーロ 

(11%増)

営業利益
2億3800万ユーロ 

(42%増)

連結純利益 
1億7500万ユーロ 

(25%増)

2006年度目標売上高
64億5000万ユーロ 

(5%増)

従業員数
3万8500人

ブイグ・コンストラクションは建築工事、土木工
事、電気工事、及びメンテナンスに従事していま
す。工事プロジェクトの企画から施工とメンテナ
ンスまでノウハウを展開しています。

総合建設業の大手
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モロッコのタンジール港

IFRS

フランス国内の活動
2005年度は、パリ周辺と地方の両方で大きく事業が拡
大して前年度比11%増の売上高を記録しました。建築
工事は、不動産開発関連を中心として高付加価値をア
ピールする営業戦略が奏功しました。土木工事のほう
は、高速道路A28やパリ地方グレジヨンの下水処理工場
を手掛けたおかげで2004年度並の高水準を維持するこ
とができました。

国外の活動
西ヨーロッパでは、ブイグ・コンストラクションは主
としてイギリス、スイス、スペインに進出していま
す。西ヨーロッパの事業活動は総合的には横ばいでし
たが、スイスでは大きく伸び前年度比15%増の売上高を
記録しました。イギリスでは子会社のBouygues UKが
病院、学校、公共施設などを既に手掛けていますが、
PFI(プライベート・ファイナンス・イニシアチブ)方式に
よる公営住宅への進出も目指しています。

東ヨーロッパでは、ハンガリーの高速道路M5、スロバ
キアのルノー工場といったインフラ工事のおかげで堅
調を維持しました。最近はロシアが大きく伸びていま
す。

アジア太平洋地域では、韓国とシンガポールが伸びる
一方で香港での活動が高水準を保っています。中央ア
メリカ・カリブ地域では大きな営業上の成功を収め、
インフラやホテル建設のおける経験やノウハウを生か
すことができました。アフリカ地域での活動は横ばい
でした。

電気工事及びメンテナンス
ETDEは前年度比39%増と大きく売上高を伸ばし
ました。フランス国内では、新たに10の企業
買収を実施してスキルの幅を広げて地理的カ

バー力を強める一方、着実に内部成長
も遂げました。イギリスではDavid 
WebsterとICELの2社を買収し、
PFI契約の形で初めて街灯工事
契約を獲得しました。



総合建設業の大手

連結貸借対照表(12月31日現在)
資産 の部(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005

• 有形及び無形固定資産 296 265
• 営業権 145 175
• 非流動金融資産 170 218

非流動資産 611 658
• 各種流動資産 1,972 2,255 
• 現金及び現金同等物 1,773 2,074 
• 金融商品 (債券関連) - -

流動資産 3,745 4,329
資産合計 4,356 4,987

負債及び資本の部(単位100万ユーロ IFRS基準)  

• 連結自己資本 302 414
• 少数株主持分 3 4

自己資本等合計 305 418
•  長期金融債務 134 122
• 非流動性引当金 437 519 
• その他非流動債務 1 1
非流動負債 572 642
• 1年以内金融債務 24 4
• 各種流動債務 3,363 3,849
•  短期銀行借入等 92 74
• 金融商品 (債券関連) - -

流動負債 3,479 3,927
負債及び資本合計 4,356 4,987
正味金融債務 (1,523) (1,874)

連結損益計算書
(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005

売上高 5,512 6,131

調整前営業利益 168 249

• その他営業収支 - (11)

営業利益 168 238

• 利息等収支 26 32

• その他金融収支 2 1

• 所得税 (59) (114)

• 関連会社純損益分 3 19

調整前純利益 140 176

• 中断又は譲渡事業損益 - -

少数株主持分控除前純利益 140 176

• 少数株主持分 - 1

 連結当期純利益 140 175

売上高
単位 10億ユーロ 

純利益
単位 100万ユーロ

分野別売上高
単位 100万ユーロ

受注残高 
単位 10億ユーロ

2006年度の見通し
2005年度末の受注残高は52億ユーロと前年度末に
比べて13%も増えました。ブイグ・コンストラクシ
ョンは次の4つを軸にして成長戦略を維持していき
ます。

•   電気工事及びメンテナンス 国際展開のウエートが
さらに増大していく。 

•   官民パートナーシップ イギリスのブルームフィー
ルド病院や、フランスのカーン病院のような大型
プロジェクトが正式受注される見込み。 

•   不動産開発 AdValys(資産管理会社)や、Challenger 
Investissement(官民提携投資ファンド)といった新
ツールが創出されスケールアップされる。

•   インフラ交通事業認可 2005年に獲得した3つの事
業認可契約(フランスの高速道路A41、キプロス空
港、及び南アフリカのGautrainプロジェクト)が発
効して2006年度の工事案件のスタートとなる。

>  2005年度は申し分ない 
営業並びに財務実績
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うちフランスおよびヨーロッパ
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ハイライト
住宅関連

•  8200戸の住宅予約販売(前年
度比21%増)。 

•  地方で大きく躍進。 

•  ヨーロッパで住宅事業が
発展。

オフィス・商業施設関連

•  総面積15万7000平方メート
ル分の商業施設を販売。そ
の内訳としてはパリ周辺が
5万7000平方メートル(うち
イッシー・レ・ムリノ市が
4万6000平方メートル)、リ
ヨンやディジョンを中心と
する地方が4万8000平方メ
ートル、ポルトガルやスペ
インなどのヨーロッパ諸国
が5万2000平方メートル。 

•  パリのオスマン通り96番
地で総面積2万3000平方メ
ートルの改修オフィス引
渡し。

開発事業

•  イッシー・レ・ムリノ市で
オフィス開発用地8万
7000平方メートル
の買収コミットメ
ント。

2005年度売上高
15億5700万ユーロ 

(20%増)

営業利益
1億5600万ユーロ 

(31%増)

連結純利益 
9000万ユーロ 
(41%増)

従業員数
1000人

ブイグ・イモビリエはフランス国内に32の支店、
ヨーロッパに7つの拠点を持っています。このネ
ットワークを生かして住宅、オフィスビル、及び
ショッピングセンターの開発プロジェクトを企
画し実現しています。

  

申し分のない財務構成と前年度比41%増の純利益を武器
にして、ブイグ・イモビリエは2005年度にマーケット
シェアをさらに増やすことができました。

住宅関連
ブイグ・イモビリエは低金利、優遇税制、及び強い賃
貸住宅需要に支えられて住宅関連で優れた実績を挙げ
ました。 2005年度の住宅予約販売戸数は8208戸(うち
474戸は国外ヨーロッパ)で前年度比21%増となりまし
た。フランス国内を見るとパリ周辺が同8%増、地方は
同24%増、全体では同17%増でした。特にイールドフラ
ンスの大首都圏、PACA(プロバンス、アルプス、コート
ダジュール)地方、及び大西洋側の三日月地帯で力強い
住宅需要がみられました。ブイグ・イモビリエはアミ
アン、グルノーブル、ロリアンの3カ所に新たに支店を
オープンさせて国内ネットワークを強化しました。こ
の結果、住宅関連の売上高は前年度比21%増を記録しま
した。

オフィス・商業施設関連
オフィス・商業施設市場が伸び悩む中にもかかわら
ず、ブイグ・イモビリエは新設オフィス関連でリーダ
ーとしての地位を強化し、合計15万7000平方メートル
のオフィス、商業施設、ホテルを販売することができ
ました(うち5万2000平方メートルは国外ヨーロッパ)。

国外ヨーロッパ事業
ブイグ・イモビリエはドイツ、ベルギー、スペイン、
ポーランド、ポルトガルの5カ国に拠点を設けて事業展
開しており、2005年度は総売上高の10.8%をこの国外ヨ
ーロッパ事業が占めました。 

不動産開発における   フランスのリーダー

パリのオスマン通り96 番地

14

2006年度目標売上高
17億5000万ユーロ 

(12%増) 
IFRS



  不動産開発における   フランスのリーダー

連結貸借対照表(12月31日現在)
資産 の部(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005

•  有形及び無形固定資産 45 47
• 営業権 - -
• 非流動金融資産 30 34

非流動資産 75 81
• 各種流動資産 826 957
• 現金及び現金同等物 313 237 
• 金融商品 (債券関連) - -

流動資産 1,139 1,194
資産合計 1,214 1,275

負債及び資本の部(単位100万ユーロ IFRS基準)  

• 連結自己資本 238 284
• 少数株主持分 10 1

自己資本等合計 248 285
•  長期金融債務 44 72
• 非流動性引当金 66 79 
• その他非流動債務 8 5

非流動負債 118 156
• 1年以内金融債務 15 14
• 各種流動債務 828 819
•  短期銀行借入等 3 1
• 金融商品 (債券関連) 2 -

流動負債 848 834
負債及び資本合計 1,214 1,275
正味金融債務 (249) (150)

連結損益計算書
(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005

売上高 1,295 1,557

調整前営業利益 119 156

• その他営業収支 - -

営業利益 119 156

• 利息等収支 - 1

• その他金融収支 (11) (12)

• 所得税 (40) (53)

• 関連会社純損益分 - -

調整前純利益 68 92

•  中断又は譲渡事業損益 - -

少数株主持分控除前純利益 68 92

• 少数株主持分 4 2

 連結当期純利益 64 90

売上高
単位 10億ユーロ

純利益
単位 100万ユーロ

住宅
予約販売戸数

商業ビル
予約販売（単位 1000m2）

2006年度の見通し
ブイグ・イモビリエはフランス国内での地位を強化
するとともに、国外ヨーロッパにおいても有力企業
になっていくつもりです。2006年度は次のような
戦略の柱を考えています。  

•  ダイナミックではあるが慎重な事業発展を推進す
る。その際、地方を中心に住宅関連で躍進し、オ
フィスビル関連のリスク管理を図り、さらにはイ
ベリア半島やポーランドなどの国外ヨーロッパに
注力する。 

•  高収益性を維持する。  
•  持続可能な債務管理を通じてしっかりした財務体
質を保持する。  
2005年度に事業の活況が観察されたことから、
2006年度の売上高もかなりの上伸が予想されま
す。市場の伸びが横ばいになりつつありにもかかわ
らず住宅の予約販売がさらに増加する一方、商業ビ
ル事業は緩やかながら回復の兆しがうかがえます。

>  2005年度は住宅関連が新たな成長
>  利益が大幅に増大
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商業ビル
住宅
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2005年度売上高
95億4000万ユーロ 

(19%増)

営業利益
3億9000万ユーロ  

(35%増)

連結純利益 
3億700万ユーロ 
(22%増)

コラスは道路及び交通インフラのあらゆる分野
に係わっており、採石場や舗装剤センターから
乳剤・結合剤工場に至るまで事業統合を図って
います。

40カ国以上に事業拠点を築いているコラスは、2005年
度にはフランス国内外で非常に大きく売上高を伸ばし
ました(前年度比18.9%増)。有望な市場環境、気候的な
好条件、企業買収による外部成長が貢献したのです。
この結果、原油などの原材料価格の大幅高騰にもかか
わらず、少数株主持分控除前利益は3億1200万ユーロと
前年度比23%増になりました。

国内活動
フランス国内事業の売上高は前年度比11.2%増になり
ました。地方自治体や民間部門の投資活動、公共交通
プロジェクト(市外電車や東ヨーロッパ高速線など)、
及び都市開発プロジェクトなどが盛んだったことから
道路工事、鉄道工事、防水工事案件が増えたのです。
交通安全・道路標識の分野については、Prosign及び
Veluvineの2社を買収したことによって欧州におけるロ
ードペイントの生産塗布を増やしました。パイプライ
ン工事と配管工事のほうは横ばいを維持しました。

国外活動
国外事業の売上高は主要進出地域全体で前年度比
29.8%増と大きく上昇しました(増加分の40%は企業
買収の結果)。地域別に見ると国外ヨーロッパでは同
45%増、北米では同20%増、アフリカ・アジア・インド
洋地域では同15%増となりました。

資材生産
コラスは2005年度に1億110万トンの骨材(20~25年分の
ストック)、5380万トンの道路舗装剤、150万トンの乳

剤と結合剤(世界最大の生産量)、及
び2170万平方メートルの防水膜を
生産しました。

A26高速道路工事

世界ナンバーワンの   道路施設企業

ハイライト
国内の主な工事
A4、A25、A63、A7、及
びA89 の各高速道路の補
修工事。モー南西部の迂
回路工事。マルセイユ、
モンペリエ、パリなどの
市外電車軌道工事。リヨ
ンの劇場Salle 3000の屋
根及び外装工事。東ヨー
ロッパ高速線(LGV)路線施
設工事。

国外の主な工事
ベルギーのアントワープ
環状道路の第2期補修工
事。英国ポーツマスにお
ける初年度PFI運営。ハン
ガリーでM5とM3高速道
路の区域建設工事。米国
バージニア州ノーフォー
ク港のプラットフォーム
工事完成。マダガスカル
のRN6国道300キロメート
ル分の建設補修工事。レ
ユニオン島のタマラン道
路区域工事。仏領ギアナ
のクールーのソユーズ発
射台土木工事。

2006年度目標売上高
101億ユーロ 
(6%増)

従業員数
5万7800人

IFRS
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連結貸借対照表(12月31日現在)
資産 の部(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005

• 有形及び無形固定資産 1,438 1,687
• 営業権 170 205
• 非流動金融資産 394 428

非流動資産 2,002 2,320
• 各種流動資産 2,415 2,960
• 現金及び現金同等物 635 661 
• 金融商品 (債券関連) 5 9

流動資産 3,055 3,630
資産合計 5,057 5,950

負債及び資本の部(単位100万ユーロ IFRS基準)  

• 連結自己資本 1,205 1,451
• 少数株主持分 25 27

自己資本等合計 1,230 1,478
•  長期金融債務 89 108
• 非流動性引当金 413 471 
• その他非流動債務 46 59

非流動負債 548 638
• 1年以内金融債務 50 38
• 各種流動債務 3,151 3,687
•  短期銀行借入等 74 100
• 金融商品 (債券関連) 4 9

流動負債 3,279 3,834

負債及び資本合計 5,057      5,950
正味金融債務 (423) (415)

連,結損益計算書
(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005

売上高 8,024 9,540

調整前営業利益 289 422

• その他営業収支 - (32)

営業利益 289 390

• 利息等収支 (7) (10)

• その他金融収支 24 4

• 所得税 (95) (121)

• 関連会社純損益分 42 49

調整前純利益 253 312

•  中断又は譲渡事業損益 - -

少数株主持分控除前純利益 253 312

• 少数株主持分 2 5

 連結当期純利益 251 307

売上高
単位 10億ユーロ

純利益
単位 100万ユーロ

事業内容別売上高 地域別売上高

2006年度の見通し
2005年度第4四半期の工事は堅調推移しましたが、そ
れでも前年同期比18%増の受注残がありました。
現在進行中又は検討中の工事案件に鑑みて、2006年
度第1四半期は国内外において大きく事業規模が伸び
ることが予想されます。また、新たな企業買収計画も絞
り込まれており、そのうちの幾つかは2006年度中に実
現される可能性があります。 

当面の各種プロジェクトがもっと具体化し、2006年度
第2四半期の業界見通しが確かに良好であるなら、コ
ラスは採算性が取れる事業展開戦略において新たな
ステップを踏み出すことになるはずです。その場合、事
業拠点ネットワーク、生産活動、新たな官民パートナー
シップ契約に関する経験ノウハウ、5万7800人の従業
員、技術力、堅固な財務体質が拠り所になるのです。

>  2005年度は売上と利益が大幅に上昇

世界ナンバーワンの   道路施設企業

IFRS

2004 2005 2006 (o) 2004 2005

道路工事
70%

物品・資
材販売

 12%

その他事業
(配管工事、防水工事、
鉄道工事、標識工事)
18%

その他 
5%

北米 
19%

仏本国 
58%

国外の
欧州 
18%

8.0

9.5
10.1

251

307

(o.)目標値
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ハイライト
•  12月 有料衛星デジタル放
送局TPSと有料放送最大手
カナル・プリュス(Canal+)と
の統合計画発表。

•  10月 フランス対キプロスの
サッカー試合を1330万人の
視聴者がTF1で観戦。 

•  夏季 夏の新ドラマシリーズ
「ドルメン(Dolmen)」の平
均視聴者数が1200万人
を記録。 

•  7月 衛星・ケーブルテレビ
調査会社メディアカブサッ
ト(Mediacabsat)が2004年
12月27日~2005年6月  
12日に実施したリサーチに
よると、TF1の6つの番組が
視聴率トップ10にランクイ
ン。 

•  第1四半期 子会社
Visiowaveと Studios 107の
譲渡。 

•  6月 2010年及び2014年サ
ッカーW杯のフランス放映
権獲得。 

•  5月 TMCの株式40%を
取得。

•  3月 ウスアイヤ(Ushuaïa)TV 
をスタート。フランスの地上
波デジタルテレビ(DTT)スタ
ート。 DTTについてTF1は
2つの無料放送免許(TF1及
びTMC)と4つの有料放送免
許を取得。

2005年度売上高
25億900万ユーロ* 

(横ばい)

営業利益
3億5300万ユーロ*

(7%減)

連結純利益 
2億3600万ユーロ

(5%増)

従業員数
4100人

TF1はフランスの有力総合テレビ局ですが補完
的に事業の多角化も進めており、その活動範囲
はテーマチャンネル、インターネット、映像等コ
ンテンツ権、関連商品、有料テレビまで多岐に渡
っています。

テレビ放送
2005年度は、当年度視聴率ベスト100のうち97まで
をTF1の番組が占めました。これは1991年以来の最高
の快挙です。一方、4歳以上のテレビ視聴者シェアは
32.3%に達しました。前年度比0.5%増と、全テレビ局の
中で最大の伸び率となったのです。番組の内訳を見る
と、高視聴率を獲得した番組の半分以上はテレビドラ
マでした。お馴染みのヒーローの活躍もさることなが
ら、新しい人気ドラマをお届けできたのが奏功しまし
た。テレビ映画も引き続き多くの視聴者を動員し、特
にLe Dîner de cons (The Dinner Game)は1150万人が
観ました。2005年度の特徴としてはアメリカのドラマ
シリーズがプライムタイプに登場したことでした。イ
ベントがらみのバラエティー番組も好調で、番組編成
上重要な位置を占めました。さらに、ニュース番組は
2004年度以上に視聴者を集めました。

広告関係
食品関連企業の広告投資が前年度比9%も減少するな
ど、不景気の影響からTF1の広告収入は横ばいに終わ
りました。とは言え、テレビ広告のマーケットシェア
54.4%を誇り、引き続き業界のリーダーの地位を保持し
ました。こうした中、フランスの各テーマ局の広告収
入は前年度比16%増となりました。

多角化事業
多角化事業の売上高は前年度比1.9%増を記録しました
(既存基準では3.8%増)。TF1 Internationalの売上高はロ
ードショー映画配給が順調だったおかげで増加しまし

た。Canal+グループとの統合が予定されて
いるTPSは、厳しい競争にもかかわらず売
上高を同6%伸ばしました。e-TF1はメデ
ィアポータルサイトの国内大手tf1.frの
活況や、TF1のバラエティー番組と連
動したAudiotel‒SMS事業の好成績の恩
恵に浴しました。 

フランス対キプロスの試合

2006年度目標売上高
26億2000万ユーロ

(4%増)
IFRS

* TPSを除く

* TPSを除く
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>  2005年度は業界一の視聴率上昇 
> 粗利益の改善
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連結貸借対照表(12月31日現在)
資産 の部(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005

• 有形及び無形固定資産 333 332
• 営業権 889 481
• 非流動金融資産 108 118
非流動資産 1,330 931
• 各種流動資産 1,771 1,787
• 現金及び現金同等物 159 176 
• 金融商品 (債券関連) 12 12
流動資産 1,942 1,975
• 譲渡事業資産 - 564
資産合計 3,272 3,470
負債及び資本の部(単位100万ユーロ IFRS基準)  

• 連結自己資本 975 1,051
• 少数株主持分 1 (1)
自己資本等合計 976 1,050
•  長期金融債務 524 513
• 非流動性引当金 30 32 
• その他非流動債務 63 49
非流動負債 617 594
• 1年以内金融債務 32 26
• 各種流動債務 1,623 1,450
•  短期銀行借入等 17 -
• 金融商品 (債券関連) 7 -
流動負債 1,679 1,476
• 譲渡事業負債 - 350
負債及び資本合計 3,272 3,470
正味金融債務 409 351

連結損益計算書
(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005

売上高 2,501 2,509

調整前営業利益 381 339

• その他営業収支 - 14

営業利益 381 353

• 利息等収支 (17) (13)

• その他金融収支 4 -

• 所得税 (137) (115)

• 関連会社純損益分 (5) (5)

調整前純利益 226 220

•  中断又は譲渡事業損益 (2) 14

少数株主持分控除前純利益 224 234

• 少数株主持分 (1) (2)

 連結当期純利益 225 236

売上高*
単位 10億ユーロ

純利益
単位 100万ユーロ

事業内容別売上高 視聴者シェア
4歳以上の個人の場合

2006年度の見通し
TF1は次の各点から成る事業戦略の中で引き続き展
開していきます。

•  フランス国内の番組制作でトップの座を維持す
る。

•  ユーロスポーツ（Eurosport）を伸ばしていく。

•  ニューテクノロジーに対応する番組とサービスの
新フォーマットを作る。

2006年度のTF1グループの売上高は前年度比約
4%増を見込んでいます。サッカーW杯関連を除く
番組編成コストは同約3%増となると思われます。

TF1広告収入
その他事業

出所=メディアメトリ(Médiamétrie)

IFRS

2004 2005 2006 (o) 2004 2005

国内テレビ放送
82%

国外テレビ放送
10%

映像等コ
ンテンツ権
8% TF1

32.3%

France 2
19.8%

France 3
14.7%

M6
12.6%

Canal+
3.6%

France 5
3.1%

Arte 1.8%

2.5 2.5 2.6
225 236

0.9 0.9 0.9

1.6 1.6
1.7

* TPSを除く

(o.)目標値

TPSは譲渡事業資産として計上。

* TPSを除く
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ハイライト
•  12月 ユーザー数が800万人
の大台突破。競争評議会の
決定(談合容疑で5800万ユ
ーロの罰金処分)に  
対する不服申立の意向を発
表。

•  10月 フィリップ・モンタ
ニエ氏をブイグ・テレコム
会長兼CEOに任命。DVB-
Hスタンダードによるモ  
バイルデジタルテレビの
試験開始。一般向けのi-
modeTM Haut Débit(ブロ
ードバンドiモード)サ  
ービス開始。「クラブ・
ブイグ・テレコム(C lub 
Bouygues Telecom)」とい
う新ショップコンセ  
プトの展開。 

•  8月 定額制プラン「エモ
ーション(Emotion)」を開
始。 

•  5月 EDGEネットワークを
使った企業向けブロードバ
ンドサービス開始(国民の
85%をカバー)。

•  1月 「ビル・アンド・キー
プ(bill & keep)」(課金して
集金した料金をすべて集金
した会社の収入に  
するシステム)を廃止し
て携帯電話事業者間精算
方式を導入。定額制プラ
ン「エクスプレッション
(Expression)」開始。

2005年度売上高 
45億3700万ユーロ 

(24%増)*

Ebitda / 通信事業売
上高 31.8% 
(3.3ポイント増)

連結純利益 
 3億5200万ユーロ

(8%増)

従業員数
7300人

ブイグ・テレコムは2005年度にブロードバンド時代
への移行を遂げ、フランス国民の90%以上をカバー
するEDGEネットワークにより、i-modeTM Haut 
Débit(ブロードバンドiモード)というフルセットのモ
バイルマルチメディアサービスを提供開始しています。

誰もがどこでも使えるブロードバンド
ブイグ・テレコムは2005年5月にEDGEネットワークを
開通して、企業と事業者向けに、ブロードバンドデー
タ通信の各種定額制プランとユニバーサルメッセージ
サービスを開始しました。これらは、専用デジタルカ
ードを装着したノートパソコンの他にPDAやスマート
フォンなどでも利用することができます。2005年10月
には、国民の90%までカバーする形で一般向けブロード
バンドサービスを開始しました。そこでは次のような画
期的な新i-modeTMサービスを提供しています。すなわち
無料無制限のメール交換、MSMメッセンジャーなどの
インスタントメッセージ利用、TPSの有料衛星デジタル
テレビ放送、音楽ダウンロード、内容充実のi-modeTMポ
ータルなどです。また、月額9.9ユーロのi-modeTM Haut 
Débit(ブロードバンドiモード)定額制プランも初めて
スタートさせました。さらに、2種類のEDGE対応の 
i-modeTM携帯端末も出ました(NEC製とサムスン製)。

掛け放題プラン
ブイグ・テレコムは、携帯電話通話利用を引き続き発展
させるために各種定額制プランの内容を充実させまし
た。具体的には次のとおりです。  
•定額制プラン「エクスプレッション(Expression)」の期
間限定特別キャンペーン。これにより、毎晩夜6時以降
と 土日の終日はフランス国内の固定電話向けに掛け放題
になります。
• 定額制プラン「エモーション（Emotion）」の初めての
期間限定特別キャンペーン。これにより毎晩夜8時～0時
まではフランス本土内の全固定及び携帯電話向けに、最
初の3分間を超えた分について掛け放題になります。
• クリスマスの機会に、定額制プラン「エクスプレッシ
ョン(Expression)」(最低利用時間を90分に設定)のキャン
ペーンを改めて行ったほか、掛け放題タイプの新プリ
ペイドカードCarte Nomadを出しました。このカードは
40分間の通話ができるうえに、毎晩夜8時~0時までは全
ての固定電話とブイグ・テレコムの携帯電話向けに掛け
放題になります。

ユニバーサルモバイル
ユニバーサルミュージックとタイアップ
した音楽配信「ユニバーサルモバイ
ル(Universal Mobile)」は若者の間
で大好評を博し、2005年度末には
36万人のユーザーを数えました。
2005年10月には対応型プリペイドカ
ードを出してサービス内容をさらに拡
充させました。

2006年度目標売上高
45億8000万ユーロ  

(1%増)

i-modeTM Haut Débitのキャンペーン

*2004年度料金率による携帯電話事業者間精算
分を含めると2%増

IFRS
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>  i-modeTM Haut Débitサービス開始と 
2005年度の利益増加
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連結貸借対照表(12月31日現在)
資産 の部(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005

• 有形及び無形固定資産 3,133 3,078
• 営業権 12 12
• 非流動金融資産 428 205

非流動資産 3,573 3,295
• 各種流動資産 802 1,011
• 現金及び現金同等物 15 5 
• 金融商品 (債券関連) 12 -

流動資産 829 1,016
資産合計 4,402 4,311

負債及び資本の部(単位100万ユーロ IFRS基準)  

• 連結自己資本 1,783 2,132
• 少数株主持分 - -

自己資本等合計 1,783 2,132
•  長期金融債務 1,187 434
• 非流動性引当金 30 54 
• その他非流動債務 - -

非流動負債 1,217 488
• 1年以内金融債務 9 11
• 各種流動債務 1,365 1,679
•  短期銀行借入等 - -
• 金融商品 (債券関連) 28 1

流動負債 1,402 1,691
負債及び資本合計 4,402 4,311
正味金融債務 1,197 441

連結損益計算書
(単位100万ユーロ IFRS基準) 2004 2005

売上高 3,666 4,537

調整前営業利益 597 656

• その他営業収支 - (58)

営業利益 597 598

• 利息等収支 (62) (26)

• その他金融収支 (7) -

• 所得税 (196) (220)

• 関連会社純損益分 - -

調整前純利益 332 352

•  中断又は譲渡事業損益 - -

少数株主持分控除前純利益 332 352

• 少数株主持分 - -

連結当期純利益 332 352

売上高
単位 10億ユーロ

純利益
単位 100万ユーロ

iモード顧客数
単位　1000人

iモードサイト数

2006年度の見通し
•  ブイグ・テレコムは画期的なサービスプラン及び
ブロードバンドiモードの品質と多様性を武器にし
て、今後もさらにユーザー数を増やしていくこと
を目指しています。ユニバーサルモバイルをモデ
ルにしたパートナーシップが、各分野で実現する
ことでサービスの幅がさらに広がっていく可能性
があります。

•  規制当局の命令により、2006年1月1日からコール
ターミネーション料金が24%ダウンになることか
ら、売上高の伸びにかなりの影響が出てくるもの
と思われます。

•  2006年度の通信事業正味売上高は前年度比1%増の
42億8000万ユーロが見込まれます。

•  傘下の販売ネットワークを強化する一環として、
顧客対応をもっと良くするために店舗改装を漸次
進めます。
ブイグ・テレコムは高水準のサービスクオリティー
を維持するために、カスタマーリレーションセンタ
ーにおける対応を引き続き改善していくように努め
る所存です。
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